研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　中村　文洋

	期　　間　　平成21年　3月　5日　～　平成21年　3月　6日

	出張目的　　心理教育・家族教室ネットワーク第12回研究集会（滋賀大会）　

	出 張 先　　ピアザ淡海（滋賀県立県民交流センター）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


この研修を通して、家族・地域の人々に精神疾患に対する正しい認識を持って頂くこと、社会への啓発活動を行うことがいかに大切なことか再認識できた。

　統合失調症の患者様が初めて受診される場合には、当事者が自ら受診希望するケースと家族や第三者の促しにより受診するｹｰｽなどがある。初回受診時に医師から病名や病気の説明を行うことに対しての当事者・家族の反応は「否認」「怒り」が多くみられる。ときには病状が悪化してしまっているのではないかと感じることや、親が子の病気に納得できず未治療のまま退院させたり、通院を継続させなかったりすることもある。それは、当事者自身または家族が精神疾患に対して強い「偏見」を抱いていることの証拠であると考えられる。その「偏見」を除去していく為に心理教育は効果的ではないか。

　現在まで「心理教育」は医療機関などで広がりを見せ、心理教育が対象となる問題は統合失調症に留まらず、うつ病や認知症、さらにはうつ病やﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害を抱える疾患まで拡大されている。私たちも普段病棟や地域施設NPO法人などで家族教室やボランティア講座・自助グループに携わることがある｡今後、更に退院促進がなされ、地域におけるニーズが拡大されることは予想される。自立支援法下で障害福祉ｻｰﾋﾞｽは苦しい状況にあり、地域格差もある中で様々な機関と協力して実施していくことや、当事者・家族自身の「生きがい」「楽しさ」をこのような活動で拡大し、繁化していくことが望まれると感じた。また、その為に保健所機能の再編・他機関の取り組みの充実なども必要とされたり、医療機関においても診療報酬などにより促進されることが望ましい。

今回の研修を通して、ｻｲｺｿｰｼｬﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・家族心理教室などを行った場合、当事者・家族の治療意思は変化し、実際に再発率なども軽減されていることが分かった。この活動を行うことで同じ視点で障害に立ち向かい、話し合える環境ができる。医療従事者から伝えにくいことを他者が伝えることなどもあり、その相互作用により、疾病を理解し、「障害」に立ち向かい治療をｽﾀｰﾄすることが出来ることもある。今回は、医療機関に留まらず、認知症のﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄや地域の学校或いはｹｱｽﾀｯﾌに対してなど幅広い範囲で行われている実態を把握できた。今後、家族による当事者のｻﾎﾟｰﾄ体制・地域の資源による当事者のｻﾎﾟｰﾄ体制の双方を確立するとともに家族・ｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌのｻﾎﾟｰﾄ体制の整備なども行えることが望ましい。また、病院で本人・家族に対して心理教育を行った場合でも、退院後に継続していかなければその効果も薄れていくものと感じ、地域での心理教育体制の整備の必要性も感じた。

　また、私たち医療従事者は、普段、ｲﾝﾌｫｰﾑﾄﾞ･ｺﾝｾﾝﾄ、当事者・家族に納得して頂ける医療の提供を心掛けている。しかし、普段私達が患者様に伝えている「服薬は今後長期にわたり行う必要がある」「精神疾患は回復できる病気である」などは当事者側からはどの様に捉えているのだろうかと改めて考えさせられ、今後、本人が自分の病気を把握・評価し、今後に繋げていく為に､ｸﾗｲｱﾝﾄﾊﾟｽの面の強化を図ることも必要かと感じた。

　

平成20年3月5日（木）

Ⅰ,基調講演（１）

　「心理教育を切り開いた地平」　     　新潟大学医学部保健学科　後藤　雅博　氏
　基調講演を聴き、心理教育の目的となる「知識・情報の共有・対処」は今後も変化していくものと考えられ、それを当事者・家族にどの様に伝え、どの様に考えて頂き、当事者・家族の持つ「健康な部分」の領域を広げていくかを考えさせられた。その為には、医療機関のみの取り組みだけではなく、地域での取り組みや自助グループなどの取り組みも行い、まず「参加できる」「相談できる」環境が必要と考えられる。私たちは参加への手助けを行わなければならない。

1988年にｱﾝﾀﾞｰｿﾝ、ﾏｸﾌｧｰﾚﾝらが来日し、家族心理教育のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを行ったことがきっかけとなった。その後「心理教育」という言葉は市民権を得て多くの場所で聞かれるようになった。それは以下のように医療や情報社会が変化したことの結果である。


また、講師は「当事者・家族の持つ健康な部分、資源」という拡大の領域の発展が心理教育の強力な方法論のひとつであると話し、「治療やﾘﾊﾋﾞﾘとしての心理教育」「ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ化された家族心理教育・本人への心理教育」の強化と「障害部分の明確化」「社会的ｱﾌﾟﾛｰﾁの科学的根拠」を通し、以下の部分へ適応できる体制作りが必要であると話していた。



基調講演（２）

「ふるまる協働、広がる視野」　　湘南病院　三輪　健一　氏

　ここでは三輪先生がこれまで経験した事例などについて話して頂いた。これまでに家族から「心理教育という言葉は上から見下ろされている様で好きになれない」「診察の時間は短く話す時間を作ってもらえない」「聞かないと何も教えてくれない。薬の話で診察は終わってしまう」と言われた経験があるとのこと。また、医師となった当初入院して頂いた患者様の父親から後に、「発病時、こんなに長くなるとは思わなかった」と言われたこともあったとのこと。そこで当事者・家族からの「声」から精神医療・精神保健福祉も改善・変化していかなければならないのだと痛感させられた。治療は当事者・家族から教えられることが多いと普段から実感している為、家族の意見が聞ける環境作りは私達必要なものであると感じた。

　実際に講師からも心理教育を取り組む中で家族の「元気な姿」が見られるようになったことや、「心構えができるようになった」と家族が変化していく様があったと話があった。

　講義の内容で心理教育について講師は以下の様にまとめていた。

　①心理教育では、ｴﾝﾊﾟﾜﾒﾝﾄされているのは当事者･家族だけでなく治療者もそうである。

　②心理教育は双方向性の作業である。病棟や診察室で語られなかった家族の経験や気持ちを聞くことが出来た。

　③「病気の受容」が双方で行える。心理教育へ十分な配慮を行いながら心理教育に携わることは、ｽﾀｯﾌにそれまで当事者や家族が病を経験することへの認識が変わる。

　④心理教育で得た経験を様々な臨床場面に応用していくことができる。そこに携わる者を変化させる力を持っている。

　＊現在、講師が関わっているｺﾝﾎﾞ家族学習会などで「誰もが同じようにできる」ことを目的として、『標準版テキスト　普及版教育部分』『ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸの進め方と標準化』を作成されている最中であると

のこと。

Ⅱ,シンポジウム１　認知症治療・ケアにおける心理教育と役割

　「子供たちへの心理教育と地域啓発」　 大牟田市認知症ケア研究会　大谷　るみ子氏
現在大きな社会現象となっている認知症介護だが、講師の在住する大牟田市は高齢化率28.7％（高齢者人口37,000人）、内要介護者は6,800人、高齢者世帯は45.7％となっているとのこと。全国平均と比較し、高齢化率・世帯数などは多く驚いたが、講師は「認知症の人の支援を通して思いやりのこころを育てて一人ひとりを大事にして、互いを認め合って助け合って生きることを伝えるﾁｬﾝｽ」と捉え、地域住民のﾈｯﾄﾜｰｸ作りや子供から高齢者まで交流できる機会を作っていた。大牟田市での事業を通し、子供から「安心して徘徊できるまちづくり」など私たち大人では思いつかないことも提案されている。そのことに驚いたと同時に、まちづくりのﾜｰｸｼｮｯﾌﾟや交流の機会も増えたとのことで地域でのﾈｯﾄﾜｰｸ作りの重要性と必要性について改めて考えさせられた。

○大牟田市での『地域認知症ｹｱｺﾐｭﾆﾃｨ事業』

①H14年　「地域全体で支えるまちづくり（認知症になっても安心して暮らせるまちをつくろう）」を

ﾃｰﾏに『地域認知症ｹｱｺﾐｭﾆﾃｨ事業』を開始している。

→H14年時点で認知症罹患者は2661人（512世帯）。

②H15年　地域24人の子供たちと絵本「いつだって心は生きている～大切なものをみつけよう」を作成。

③H16年　認知症を子供の頃から学び、子供の頃からふれあえる環境を造る為、年間小中学校12～14校に絵本を使った出前出張を行っている。

○出前出張の取り組み

内容→認知症の正しい理解

　　　①絵本の朗読

　　　　認知症がどの様な病気であるか、どの様な治療が行われているかなど学んでいく。学年などにより内容は異なる。

　　　②グループワーク『私たちにできること』

　　　　「自分たちはどんな関わりをしていくか」「今後地域でできることはあるか」「自分の家族だったら」など検討してもらう。

　　　③発表

　　　　グループワークで話し合った内容の発表を行い、その内容を振り返る。

　　　④アンケート

　　　　実施後の感想など。「役に立った」「家族の人に話したい」などプラス意見が多く聞かれたとのこと。

「認知症患者への心理教育」　　医療法人　藤本クリニック　藤本　直規氏

　藤本ｸﾘﾆｯｸでは、外来診療の他に、受診が困難な人への往診、軽度認知症外来ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ、認知症ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ、非ｱﾙﾂﾊｲﾏｰ型認知症者へのケア、当事者同士の交流会、家族交流会などの取り組みを行っていた。

　今回はH16年から行われている「もの忘れｶﾌｪ」について説明して頂いた。病気を告知され、治療を開始した当時「自分で何かしたい」「昔の自分を取り戻したい」「人の役に立ちたい」などと、記憶障害など中核症状の改善、就労や社会参加などの要望を訴えていた対象者が多かったが、この活動を通し、「やりたいことをやれる」「自分達で決めることだから達成感が持てる」などと同世代集団との活動や仲間作りに生きがいを持っている発言へと変化してきたとのこと。病気の受容・ﾘﾊﾋﾞﾘ・QOLの向上などといった意味でこの活動は価値のある効果的なものであると感じたし、私達周囲ができる当事者への人権の尊重であるとも感じた。

　また、相談部門では、受診前の家族・本人の相談や医療機関への通院の必要性を確認する方や受診の待ち時間などに日々の生活の悩みについて相談がなされている。ここまでは当院でも行われている部分だが、H15年からは家族や専門職に医師・看護師の相談用携帯電話の番号を伝えたり、H17年から滋賀県認知症高齢者・家族支援センターの事業委託を受け相談活動が行われていた。この様な活動は当法人では在宅介護支援センターで行われているものであるが、医療とケアの領域にまたがる相談も多く、医療機関との連携を益々徹底しなければならないと感じた。

○もの忘れカフェ

　H16年に､「もの忘れを茶のみ話のように気軽に話し合える場所」という意味で活動開始。

　　対象者：軽度ないし若年性認知症者

　男女別（男15名、女12名）、MMS平均（男22.4、女21.9）

⇒現在は軽度から重度までの認知症患者のケアへと応用されている。

　　目　的：病気と向き合い、仲間作りを行い生きがいを見つける。

　　時　間：月2回、1回１時間程度

　　活　動：話し合い→活動（製作活動・調理活動・健康管理学習・社会的活動）

　　　　　　　　　　　　　　＊活動内容は参加者自身でも記録してもらう

　　　　＊もの忘れカフェの約束事（参加者と話し合って決めた）

　　　　　①活動内容は当日参加者が話し合って決める

　　　　　②活動内容が決まれば活動達成のために必要な役割や準備・時間配分などを決

める。

　　　　　③参加者同士で協力して幾つかのことに取り組む

　　　　＊スタッフの関わり

　　　　　①手がかりときっかけ作りに徹する。

　　　　　②どんなことでも極力参加者に任せる。

　　　　　③関わりの引き際を見極め、境界線はスタッフが引く

　　　　　④自主的な関わりを邪魔しない

「ケアスタッフに対する心理教育」　　松本診療所/大阪人間科学大学　松本　一生氏

講師からは、ケアを支援するケアスタッフへの支援が不充分であると話があり、ケアスタッフの気分の沈みを改善し、「燃え尽き」を防止することを目的にケアスタッフに対する心理教育アプローチを行ったことの話があった。タチかに支援職として私たちも責任感があり、その重圧や日々の時間に追われ、悩むことも多く、他者と話し合う機会や学習会などの機会や「共感できる」「協力できる」人たちがいることは心身の安定にも繋がっている。この様な活動が行われることにより、作業能力の向上や意欲の向上に繋がることがあり、私たちもチーム医療において相互の関係性や支援体制について見直したい。





　　　　　

〇ケアスタッフに対する心理教育

　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ実施前、対象者には研究の意義を説明し臨床研究として発表することに同意を得てもらった。

期　間：H18年5月～H20年1月末（6ヶ月）

対象者：5名（ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ2名、介護福祉士1名、訪問看護師1名、ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ1名）

　　　　＊いづれも「気分の沈み」を主訴として講師に相談していた人。

　　　　「自分がこの仕事についているのは罪」「仕事を辞めたい」などと発言していた。

内　容：月1回のﾍﾟｰｽで行われた。

　　　　①30分間の情報提供　②共感に基づいた「語り合い」　の2部構成

　　　　①②での内容

　　　　・ｹｱｽﾀｯﾌにかかる過剰なｽﾄﾚｽについて   ・職場でみられる症状について

　　　　・ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙについて                 ・治療方法について

　　　　・薬の効果と副作用について           ・支援職の家族にできること

　　　　＊基本的には参加者に話し合って頂き、その上で分からないことは講師に聞くようにした。

結　果：①ハミルトン「うつ病」評価表

心理教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ導入前から改善が認められた。発言の内容も改善されたが、その後9ヶ月目の経過では抑うつ状態が再燃した例もあった。

　　　　　　心理教育はｹｱｽﾀｯﾌの抑うつ改善に思える反面、その後の経過をみると、継続した支援が得られない場合には再び気分の沈みに陥ることも判明している。気分が落ち込むと、ふらつき・立ちくらみ・むかつきなどの不調が現れ、慢性胃炎・肝炎・高血圧・糖尿病などの身体疾患に繋がる恐れもある。その為に組織における対応（配置転換・現実検討）や個人単位の関わりが必要であると講師は話している。また、燃え尽き症状が出やすい歳（入社1.5年、3年、5年、7年など）は注意を払う必要があるとのことであった。

Ⅲ,研修セミナー３

　「統合失調症を持つ当事者への心理教育」　　

あさかホスピタル／新宿東メンタルクリニック　　三浦　勇太氏

久留米大学医学部神経精神医学講座　　　　　　　内野　俊郎氏
　この講義からは、心理教育がその後の療養生活上において「変化をもたらしたもの」「地域生活を支える為の様々な臨床的なｱﾌﾟﾛｰﾁを支える基礎になるもの」と学ぶことが出来た。しかし、このﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを終了した後のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟは誰かが行う必要があるのではないか。その体勢整備が不十分ではないか、また地域間の格差も大きいのではないかと感じた。

三浦先生からは、あさかホスピタルで行われている統合型地域精神科治療ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（OTP－optimal treatment project）について説明を受けることができた。

○医学的にみた病状（統合失調症）や生活の困難

　・薬剤への反応不良（持続症状）

　・脆弱性ストレス仮説

　・意欲や感情反応の低下

　・社会機能の問題（日常生活能力など）

　・脳機能の問題（前頭葉機能、記憶力・注意力・流暢性など）

　・家族を含めた環境の特徴

　・資源配置問題


optimal treatment project→個人の課題を調査し個人ごとで「適する生活」を実現する。


○OTPの展開

　・本人や家族の要望に沿って治療・支援を開始

　・医師、看護師、保健師、薬剤師、社会福祉士、精神保健福祉士、作業療法士、心理士、各施設のスタッフなどがチームを構成し、場合によっては家族もスタッフの一員となり関わりを展開する

　・家庭への訪問の実施

　・症状の把握を行い適切な薬物療法を設定

　・認知行動療法の実践

　・支持的雇用を含む適切な社会資源の導入

　＊【統合モデル】医学モデル＋生活モデル

	
	医学モデル
	生活モデル

	目的・目標
	治療・社会復帰・再発防止
	独自のライフスタイルの保障

	主体
	医療スタッフ
	生活者（利用者）

	アセスメント
	疾病・症状
	人と状況の全体性

	関係性
	治療・援助関係・職員主導
	共時性・対等

	意思決定
	正解を要求
	自己決定


○「アイキャンが受託した福島県中地域の地域生活移行促進事業」

　①H17年度、H18年度の2年間において②県中地域の5つの精神科病院に③エントリー時点において原則5年以上入院している社会的入院者を対象として④約6ヶ月の訓練機関を経て退院を実現する⑤必要があれば退院後１ヶ月のフォローアップを行う。

　　

　まず、アイキャンに事業が委託される前には市の保健師より対象者に事業の説明を行った。

結果→「あんな場所しかないのか」

　　　　「あんな安い工賃で働かせるのか」　

などと退院を拒否する発言が多く自分から退院を希望する人はいなかった。

　事業委託後、

　退院に対する当事者の主観を確認　→　積極的傾聴　　

→　ケアマネジメントにおけるアセスメント



　

○エンカレッジセッション


(内野先生からのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ)

○当事者との関わり

　→病気を抱えながら生活するのに役立つ情報が伝わる。

　→自由に話し合える時間を設ける。

　慢性疾患になりしばしば「治療」と関わる

　初発病者の7割が早期（1年内）に治療中断する

　急性期～亜急性期でも知識度の改善・再発率の低下といった関わりは行える

　　　　　　　（「保護室を出るにはどうすればよいか」など当面の目標）

　治療改善の改善が得られる。

久留米大学病院での心理教育

急性期治療中から心理教育が実施される。

	
	講義（30分程度）
	交流（30分程度）

	1回目
	病気の特徴と回復までの経過
	講義について

	2回目
	薬の作用と上手な付き合い方
	〃

	3回目
	薬の作用と相談の方法
	〃

	4回目
	再発の予防
	社会資源などについて


＊参加の条件＝本人の拒否がなく、60分参加していられること。

　　　　　　→参加を拒否している人は対象とはしていないが、「医療側の手の内を明かす」ことや、「薬

を飲んでいることへの不安」など関心のあることについて話し、動機付けを行っている。

＊心理教育を円滑に実施する為、「新入院患者ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ」「心理教育ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ」「退院推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ活動」な

どが行われている。

○ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑからの脱落について

　・理解の程度を随時確認する。→「分かったこと」よりも「分からなかったこと」なご具体的に

　・必要に応じて個人セッションを導入する。→特に個人的なこと・不安が強い場合など

　・ｼｽﾃﾑとして位置づける。

・心理教育を支える姿勢を示す。

→客観的事実を重視し、その事実を分かち合う。

→自律性を意識し、権利や主体性を擁護する。

→何らかの行動変化を求める姿勢を確認する。　　など

平成20年3月6日（金）

Ⅰ,大会長講演

　「生物学的精神医学の最前線」　胃が医科大学精神医学講座　山田　尚登氏
精神疾患の為に入院治療や外来通院を余儀なくされている患者数は300万人を超え、現在もうつ病をはじめとする気分障害者などの疾患や認知症の患者数は増加している。また、自殺者も年間3万人を超えており、今日の精神医学や精神医療は十分に対応仕切れていない現状であるとの内容であった。私たちも普段、心理学的・社会的側面に配慮し、個人のﾆｰｽﾞに基づく精神医療の実践を考え取り組んでいるが、生物学的精神医学の知識や手法に関しては無知である為学習していきたい。

この講演にて、興味深い話があった。講師は「うつ病は身体疾患でもある」とのことであった。うつ病の前駆症状として、睡眠障害がある。睡眠状況を確認すると睡眠時に無呼吸となることが多く眠れていないとﾕﾚﾁｿﾞｰﾙﾎﾙﾓﾝが高くなり、そこから血糖値・ｲﾝｼｭﾘﾝ・炭水化物などに異常が諸維持足り生活習慣の悪性ｻｲｸﾙが確立されることの研究を行い、その結果を話していた。同様に認知症・依存症・統合失調症・その他の疾患の睡眠状況の研究をおこなったところ、やはり無呼吸の時が多く酸素濃度が低くなっていた。身体疾患を改善することにより、精神疾患の改善に繋がることも多く、医療機関だけでなく、家族の協力や地域資源の協力機関があれば効果的である。

Ⅱ,一般演題「児童関連」

「不登校生徒を持つ親の会の立ち上げと取り組み」　　滋賀医科大学医学講座　小西　瑞穂氏
　不登校児童・生徒は増加傾向にあり、同時にその保護者の負担は大きく、精神的・身体的な不調が生じることも多い。講師はｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰとして従事しているが、その問題には、教員が中心となって対応していることが多く、教員の精神的・身体的な不調も多くみられているとのこと。そこで、教員や保護者をｴﾝﾊﾟﾜﾒﾝﾄし周囲のｴﾈﾙｷﾞｰを回復して生徒自身への「良い影響」を作り出すことを目的に『不登校という問題に一緒に取り組む』という位置づけで親の会を立ち上げた経緯を今回話して頂いた。立ち上げ時の他者との連携や子が卒業してからの対応などは留意しなければならないと感じた。

○ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰの業務

出　勤　：講師は週に2回（平日）午後。

相談時間：予約制。1件あたりの相談は40～50分程度。

対象者　：中・高校生徒、その保護者・教員。

相談内容：①不登校　②対人関係　③性格・身体的な内容　④家庭の問題　＊件数の多い順

　

○親の会の立ち上げ

　相談として、保護者・教員から「どうしてこんなことに」「私の対応は間違っていなかったか」などの相談が多い。疎外感が強くﾊﾟﾜｰﾚｽとなっている。

△心理教育を導入することのﾒﾘｯﾄ

　・他者と共に考えることができる。　　・話せる場所を提供することが出来る

　・現状を受け入れやすくなる。　　　　・視点を変えることができる。

　・意欲の向上に繋がる。　　　　　　　・家族、教員ともに力が抜ける。

　・ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞの時間を節約することができる。　など

△立ち上げのｽﾃｯﾌﾟ

　①保健部の先生に関心を持ってもらい、他の先生にも声をかけてもらう。

　②管理職の先生に相談（目的意識など）し了解を得て、学校の取り組みとして位置づけてもらう。

　　→学校から予算を出してもらう。

　③中心に動いてくれる先生を募る。

　④心理教育の説明を行う。

　⑤該当する保護者を選出する。

　⑥配布資料を作成する。

　⑦学級担任から保護者の会の紹介と勧誘を行って頂く。

　⑧有志の教員数名と実施に向けて数回練習を行う

　⑨登校状況の把握・取り組みの整理を行う。

△実施

ｸﾛｰｽﾞﾄﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

参加者　：＜立ち上げ時＞　保護者5名　＋　教員2名　＋　ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ1名

参加回数：1回～2回/月

教育セッション：①講義　例題「思春期の特徴」「出席日数・進学について」「こころの不調とは」

　　　　　　　　　　　　　　「望ましい対応」「自分自身の目を向ける」　　など

　　　　　　　　②休憩

　　　　　　　　③グループセッション

　　　　　　　　④アフターミーティング

△結果

・参加者が自分の対処に目を向けられてきた。

・子供が変わってきた。

・協力してくれる職員が更に確保でき、情報共有の促進が図れた。

・SSTやｸﾞﾙｰﾌﾟｾｯｼｮﾝなど活動の広がりをみせた。

「広汎性発達障害児の家族支援が家族及び支援者に与える影響について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京大学大学院研究部　野田　香織氏

題目の研究結果の発表を行なって頂いた。まず、家族に対してだが、広汎性発達障害を抱える方の家族186名に対して、質問紙調査（基本的属性・家族支援尺度・ストレングス視点尺度・生活負担尺度・支援満足度・生活満足度）を行った。結果として家族支援の実施は支援満足度に対して、支援満足度は生活満足度とストレングス視点に対してなど影響を与えていると示唆された。適切な支援を多く受けている家族は、家族対応力が高まり、生活に対する負担感が軽減し生活満足度が高まっていると考えられる。また、支援対象者に対して、165名を対象として同様の調査を行った。家族支援の実施は、家族に関する効力感に対して、家族の効力感は、子供に関する効力感と職務満足度に対して影響を与えている可能性が示唆された。支援者が、家族支援を多く行うことで家族の理解が深まり、信頼関係が構築されることから対応効力感を高め、職務満足度も高まっていると考えられるという内容であった。

Ⅲ.一般演題Ⅳ

「ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ導入後のｽﾀｯﾌｱﾝｹｰﾄの結果から」　　東京女子医学大学神経精神科　井上　敦子氏
◎東京女子医学大学での心理教育プログラム

家族を対象に2004年にスタートされている。

○チームの作り方

　各職種の持つ専門性をいかに有効的に機能させるか、各職種が他職種から期待される専門性を確認した。

（☆は例）

	
	
	医師
	臨床

心理士
	精神保健福祉士
	看護師
	作業

療法士
	ｹｰｽ

ﾏﾈｰｼﾞｬｰ
	ｼﾞｮﾌﾞ

ｺｰﾁ
	薬剤師

	診断
	☆☆☆☆
	☆☆☆
	☆
	☆
	
	☆
	
	☆

	症状のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
	
	
	
	
	
	
	
	

	危機介入
	
	
	
	
	
	
	
	

	動機付け面接
	
	
	
	
	
	
	
	

	機能評価
	
	
	
	
	
	
	
	

	薬物療法
	
	
	
	
	
	
	
	

	家族の心理教育
	
	
	
	
	
	
	
	

	患者の心理教育
	
	
	
	
	
	
	
	

	技能訓練
	
	
	
	
	
	
	
	

	認知行動療法
	
	
	
	
	
	
	
	

	援助付雇用
	
	
	
	
	
	
	
	

	ACT
	
	
	
	
	
	
	
	

	ﾁｰﾑのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ
	
	
	
	
	
	
	
	

	プログラム開発
	
	
	
	
	
	
	
	


＊PSWへの大きなﾆｰｽﾞは地域生活をどの様に行っていくか。就労や復職を円滑に行うためにはどうすれば良いかなど。社会資源の情報提供や成功体験の場などを提供し、個人のﾆｰｽﾞに即したｿｰｼｬﾙﾜｰｸを行っていく。また､PSWとしてはｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ等の専門技術が求められた。患者・家族の「個人」の持っている能力を活かし、高め、生活の連続性を維持させるか、または向上させていくかを適切に評価し、組み入れる。各専門職が支援目標を共通して病気の改善・生活レベルの向上であることを改めて認識し、共有させる。そのことでチーム医療を円滑に構築していく。

＊PSWが参加するのはSST・家族教室。日々の関わりの中で感じることの出来ない「力」を引き出したり、家族自身が最大の「社会資源」であることを働きかけ生活拡大を導く為の手段・方法を制度や社会資源を活用し探していく。

○運営方法

△第1期

　ｺｱﾒﾝﾊﾞｰによるﾁｰﾑ作り

　関係ｽﾀｯﾌ（ﾁｰﾑ）は当初、外来担当の医師・看護師・臨床心理士・精神保健福祉士の5人のｺｱﾒﾝﾊﾞｰから構成されていた。臨床心理士やSWには心理教育やSSTの経験があった。

　はじめの頃はｺｱﾒﾝﾊﾞｰが関わっている患者様の家族を中心に参加者を集め、家族教室が定着したところで院内に広報し、広く参加者を募った。

＊ﾃｷｽﾄは文献などを参照にｺｱﾒﾝﾊﾞｰで作成。毎回振り返りを行い修正。

＊問題解決やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙの訓練を取り入れる工夫をしていた。

△第2期

　治療モデルの確立と共通理解

　2006年からは精神科全体で取り組むﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとしてｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟされていた。その頃より治療ﾓﾃﾞﾙとして「ﾚｼﾞﾘｱﾝｽﾓﾃﾞﾙ」が明確に打ち出された。

＊ｺｱﾒﾝﾊﾞｰに病棟ｽﾀｯﾌなど加わり実行委員会が設けられた。

＊治療ﾓﾃﾞﾙを共有し、心理教育の理解を深める為月1回は全体ﾐｰﾃｨﾝｸﾞが行われている。

（組織としての活動として、勤務調整などもなされる）

○プログラムと包括的チーム医療

心理教育プログラムの目的

①病気と治療について正しい知識を得る。

・薬物療法はﾚｼﾞﾘｱﾝｽを高める為に用いる。

　 抗精神病薬は厳格や妄想という名のものを殺す効果はない。脳内神経伝達系のﾊﾞﾗﾝｽを整えるために使用している。服用によりﾄﾞﾊﾟﾐﾝｼｽﾃﾑのﾊﾞﾗﾝｽが整い、ﾚｼﾞﾘｱﾝｽを高めることが社会機能を高める。

②副作用による患者様の苦しみを知る。

　副作用を知り、患者様の信頼を得てｱﾄﾞﾋｱﾗﾝｽを高めていく。

③ｽﾄﾚｽを減らすという治療方法もある

④ﾁｰﾑ医療の必要性を知る。

　構成員が同じ目標を持ち、変化を見守る環境を作っていく。

「地域における家族教室の立ち上げ方」　　　　　　オフィス夢風舎　土屋　徹　氏
　この講義では、家族会の様々な形について想像させられた。家族同士のつながりをどの様に持たせたら良いか。それぞれ生活が異なり、参加するだけでも大変という家族も多い。開催回数や開催場所などにより参加者も変化していくと思うが、家族の興味・意欲を向上させるためにはどの様な発想を行ったらよいか。私が家族であれば、より自分の家庭に近い現実的な内容の話し合いが行える場所であったり、自分自身が楽しめる場所という希望がある。それを実現させる為に、一緒に何かを作成したり、調理したり、または普段飲食している店舗で気軽に話し合えるような「きっかけ」があれば連続して参加する意欲が沸くだろう。その様な様々な展開を今後、同僚などを話し合っていきたい。

○家族のストレスを知る

　「子供が病気になったのは親の育て方のせいだ」「遺伝するからあの人とは結婚させられない」など周囲から言われていた家族の方が多い。

○立ち上げの方法
	誰が行う？
	スタッフはどのくらい確保できそうか？

	どこで行う？
	保健センター・社会復帰施設、保健所など

	お金は？
	誰が開催費を提供するか？

	対象者は？
	障害・関係性など

	誰が参加する？
	

	集め方は？
	募集方法・参加方法など

	専門家がいないと駄目？
	説明者は専門家以外できないか？など

	スタッフのかかわりは？
	

	実施内容は？
	「対応自慢」「問題解決訓練」など


○留意点

・あくまでも当事者・家族側に立った関係作りを行う。

・生活者としての関わりを行う。

・家族から学ぶことを考える。

・家族の心配事とはどの様なものかを聴取する。

「本当に病気は良くなるのだろうか」

「本人がきちんと服薬できるか」　　「この先だれが面倒をみてくれるのだろう」

家族内や親戚などとの関係　　自分自身の健康のこと　　など

・家族の希望や目標を大切にする。

　→家族自身の健康　　→困難な状況への対処　　＊家族へのｱｾｽﾒﾝﾄが重要となる。

○家族教室のﾒﾘｯﾄ

・家族自身が自分に目を向けられるようになる。

・参加者同士の相互作用がある。→問題を共に考え、共有することができる。

・相互に援助者になれる。

・自分のこれからを語ることが出来る。→参加者が自分のことを自分で決める。



















C.E.O.





顧問





S.G.M.





近年変化がある





当事者





ｹｱ者





ｹｱｽﾀｯﾌへの支援は？





ｹｱｽﾀｯﾌ





①リカバリー概念の強調


②就労の重要性についての強調


③他のEBPプログラムとの併用


④家族療法と1線を回す


⑤NAMIを重視した治療


⑥他の疾患への適用





①生物学的基礎が明確とされた。　　　　　　　　　②EEの研究が発展された。


③情報公開、インフォームド・コンセントの実施　　④当事者団体家族の発展


⑤短期入院・地域精神医療の発展





1.事業の説明


2.ｴﾝｶﾚｯｼﾞﾒﾝﾄｾｯｼｮﾝの説明


3.参加者の主観を「積極的傾聴」


4.地域や資源の情報提供


5.ｽﾃｨｸﾞﾏの除去


6.退院したら○○したい」（意思）を傾聴








スタッフが用いた技法


・「積極的傾聴」


・「ﾌﾞﾚｲﾝｽﾄｰﾐﾝｸﾞ」の促し


・ｲﾝﾀｰｱｸｼｮﾝの担保


　他者の主観の共有


　各自の生活史の振り返り


　主観の表明


・適確な「ｃue」（注意・記憶）を送る


・社会資源や治療・支援プログラム実施


・専門家としての態度の表明








・日常生活及び生活技能について


「一人で寂しい」「食事作りが心配」「お金の使い方に自信がない」など


・経済において


「お金のことを考えると心配」「生活費はどうなるか心配」など


・病状について


「具合が悪くなったらどうしよう」「まだ症状がある」など


・家族関係について


「家族が反対している」「家族はあまりあてにできない」など


・身体状況について


「体力がついていかない」


・就労について


「働く場所がない」「精神病を雇ってくれるところはない」「一般社会に出ても無理」


・その他


「外への違和感」「病院にいた方が安全」「新しいことへの不安」など








心理教育プログラム


・疾患の理解　　　・自己服薬管理　　　・対人技能の獲得　　・金銭自己管理


・アクティブリスニング　　・食生活自己管理　　　・問題解決技法


・スケジュール自己管理　　・病状への退所　　　　・交通機関の利用


・洗濯、掃除・整理整頓　　・早期警告サイン　　　・清潔・身なり








